
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症「くらし・経済対策」（令和２年８月） 

について 
 

 

 

別紙のとおり策定しましたので、お知らせいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

政策局政策課長               安達 恒介  Tel 045-671-3912 

政策局政策課担当課長            岡 靖之   Tel 045-671-4322 

 

令 和 ２ 年 ８ 月 2 4 日 
政 策 局 政 策 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



３．新たな⽇常に取り組む

新型コロナウイルス感染症「くらし・経済対策」（令和２年８⽉）

１．市⺠と医療を守る

２．横浜経済と市⺠⽣活を守る

 学校・地域・⾏政におけるデジタル化等を推進します。

 感染拡⼤防⽌策と万全な医療提供体制を確保します。

 経済再⽣に向けた企業活動の⽀援や雇⽤対策等困難な状況にある⽅々への⽀援を
⾏います。

 以下の３つの柱で取組を進めます。
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１．市⺠と医療を守る
  感染拡⼤防⽌策と万全な医療提供体制の確保

4,744 百万円

◆新型コロナウイルスの検査・相談体制を強化します 単位：百万円
患者受⼊医療機関⽀援事業（感染症・⾷中毒対策事業）【新規】
 より多くの市⺠が⾝近な場所でＰＣＲ検査を受けられるよう、⾏政と連携して積極的に検査を実
施した医療機関に対して、⽀援⾦を⽀給します。
◆実施概要
・対象施設：ＰＣＲ検査（※）を実施する診療所等

※ 診療所における検査内容：⿐咽頭・唾液によるＰＣＲ検査、抗原検査等
・助成額：検査件数に応じて10〜30 万円／⽉

386

帰国者・接触者外来⽀援事業（感染症・⾷中毒対策事業）【新規】
 新型コロナウイルス感染症の帰国者・接触者外来を開設している医療機関に対し、患者の受⼊件
数に応じて⽀援⾦を⽀給します。
◆実施概要
・対象医療機関：帰国者・接触者外来を設置している医療機関等14 施設
・助成額：外来患者受⼊⾦ ２万円（患者１⼈当たり）

200

患者搬送体制強化事業（ＰＣＲ検査強化事業）
 検査が必要な⽅がスムーズに帰国者・接触者外来等で検査を受けられるよう、患者移送⽤⾞両の
運⾏台数を増やし、患者搬送体制を強化します。
◆実施概要
・実施⽅法：移送⽤⾞両を現⾏６台（※）から20 台に増⾞。併せて、効率的な配⾞業務を

⾏うために配⾞センターを設置するとともに、配⾞業務を⺠間事業者に委託
※ ８⽉７⽇に⺠間事業者から新たに３台の⾞両が貸与され、６台体制で運⽤中

・対象者：⾃⾝⼜は家族等が⾃家⽤⾞等を運転することができない⽅

161

感染症コールセンター等設置・運営事業【県費】
 感染拡⼤防⽌及び市⺠の不安軽減を図るため、「新型コロナウイルス感染症コールセンター」及
び「新型コロナウイルス感染症帰国者・接触者相談センター」を引き続き、年間を通じて運営しま
す。
◆実施概要
・「新型コロナウイルス感染症コールセンター」及び「新型コロナウイルス感染症帰国者・
 接触者相談センター（※）」の運営

※ 新型コロナウイルス感染症帰国者・接触者相談センター
新型コロナウイルスの流⾏地域からの帰国者や感染症患者との接触歴のある⽅等
からの相談を受け付け、感染症の疑いに該当する⽅を医療機関につなぎます。

・設置期限：令和３年３⽉31 ⽇まで

105
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◆医療機関での受⼊体制を強化します 単位：百万円
重症・中等症患者等受⼊体制整備事業【県費】
 ⼊院治療を必要とする陽性患者等を確実に医療機関が受け⼊れられるよう、医療機関からのニー
ズに応じて、施設整備費への助成を追加し、受⼊体制を強化します。
◆実施概要
・対象医療機関：① 重症・中等症患者を中⼼に受け⼊れる医療機関15 病院

② ①以外の医療機関15 病院
合計30 病院

・助成額（上限）：① 500 万円、② 200 万円
・対象経費：医療機器、消耗品などの購⼊費等

105

重症・中等症患者等⼊院受⼊奨励事業
 ⼊院治療を必要とする陽性患者等の円滑な受け⼊れを促進するため、⼊院患者を受け⼊れた医療
機関に⽀給する⽀援⾦を追加します。
◆実施概要
・対象医療機関：陽性患者等の受け⼊れに関して、横浜市と協定を締結した医療機関
・対象者：Ａ 感染症陽性患者、Ｂ 感染症を疑う患者
・受⼊想定者数：Ａ 1,400 ⼈、Ｂ 4,200 ⼈

792

Ｙ−ＣＥＲＴ強化事業【県費】
 「横浜市災害医療アドバイザー（※）」の協⼒のもと、４⽉に設置した「感染症・医療調整本部
（Ｙ−ＣＥＲＴ）」について、年間を通じて継続運⽤することで、医療崩壊を阻⽌し、地域医療体
制を維持します。

※ 横浜市災害医療アドバイザー
市内の救命救急センター⻑と市医師会の救急担当等から選任

◆実施概要
・機能役割：感染者の発⽣状況や、医療機関の⼊院状況などの情報を⼀元管理し、救命救

急センターの救急医の医学的知⾒等により、医療機関等との間で円滑な患者
の⼊院や移送調整等を実施

・体制：横浜市災害医療アドバイザー及び本市職員（医療局、総務局、健康福祉局、消防
    局）等で構成

6

旧市⺠病院における軽症者等受⼊体制整備事業【県費】
 旧市⺠病院を軽症者及び陽性無症状者の宿泊療養施設として、引き続き、年間を通じて活⽤する
ため、施設運営に必要な経費を追加します。
◆実施概要
・対象者：軽症者及び陽性無症状者
・想定定員：200 ⼈程度

235

医療従事者⽀援事業【寄附⾦】【新規】
 医療の最前線で尽⼒する医療従事者に対する感謝の気持ちとして寄せられた寄附⾦を活⽤して、
⼊院治療を必要とする陽性患者等を受け⼊れた医療機関に勤務する医療従事者に対して⽀援を⾏い
ます。
◆実施概要
・対象医療機関：① 重症・中等症患者を中⼼に受け⼊れる医療機関15 病院

② ①以外の医療機関15 病院
・⽀援額（上限）：① 10,000 千円、② 5,000 千円
・⽀援⽅法：医療従事者のニーズ等に対応するため、各医療機関の実情に応じて福利厚⽣

の向上や勤務環境の改善にかかる経費を助成
【活⽤例】休憩室・宿舎の改修や備品購⼊、ユニフォーム更新、仮眠室寝具の更新など

・寄附申込状況：450 件、80,114 千円（８⽉18 ⽇時点）申込開始⽇ ５⽉１⽇

225
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◆感染拡⼤防⽌策を充実します 単位：百万円
新型コロナウイルス感染症患者の⼦どもの受⼊環境整備事業
（⼀時保護事業）【国費】【県費】【新規】
 保護者が新型コロナウイルス感染症により⼊院し、親族等による保護も難しい場合など、やむを
得ない事情により保護者不在となった⼦どもについて、旧市⺠病院保育棟を活⽤して⼀時的に受け
⼊れ保護します。
◆実施概要
・受⼊枠：⼦ども６名分
・受⼊体制：健康状態確認・医療機関との連絡調整を⾏う看護師及び保育⼠を配置
・環境整備：旧市⺠病院保育棟の⼀部改修、⽣活⽤品の購⼊等

28

横浜市⽣活⾃⽴⽀援施設借上げシェルター拡充事業
（ホームレス等⾃⽴⽀援事業）【国費】【新規】
 ⽣活⾃⽴⽀援施設「はまかぜ」での感染拡⼤防⽌を図るため、⼊所時に体調不良となっている⽅
の⼀時的な宿泊場所を確保します。
◆実施概要
・実施内容：⼊所時に発熱等で体調不良となっている⽅について、ＰＣＲ検査等の検査結

果が出るまでの間、施設外で療養できるよう宿泊場所を確保します。

5

市営地下鉄グリーンライン感染拡⼤防⽌対策事業（⾼速鉄道事業会計繰出⾦）【新規】
 市営地下鉄グリーンラインの感染拡⼤防⽌対策について、地⽅創⽣臨時交付⾦を活⽤して実施す
るため、⼀般会計から繰り出します。
 市営地下鉄グリーンライン⾞両は窓が固定式であることから、現在は万⼀の停電などに備えた蓄
電池によって作動する強制換気装置により換気を⾏っています。常時換気ができるよう、⾞両の換
気装置の改修を順次実施することで、感染拡⼤の防⽌を図ります。
◆実施概要
・対象：市営地下鉄グリーンライン（全17 編成）

138

健康危機管理サポート事業（感染症・⾷中毒対策事業）【新規】
 市⺠や医療機関からの相談対応、クラスター予防、宿泊療養施設の患者受⼊などの保健所機能を
強化するため看護職を増員します。
◆実施概要
・雇⽤職種：健康危機管理業務を担う看護職（会計年度任⽤職員）
・雇⽤期間：11 ⽉〜令和３年３⽉
・増員数：15 名

26

医療機関等に対する感染防⽌資器材の配布事業（感染症・⾷中毒対策事業）【県費】
 医療機関等における感染拡⼤防⽌を図るため、ガウンなどの必要な感染防⽌資器材が不⾜するこ
とがないよう調達し、追加配布します。
◆実施概要
・対象物資：ガウン、フェイスシールド、N95 マスク等

800

学校施設における感染症対策教育環境向上事業（⼩・中・⾼・特⽀）【国費】
 新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ、⼦どもたちの学習機会を保障するための感染防⽌
資器材の購⼊費等について、国から補助単価等の詳細が⽰されたことを受け、必要となる事業費を
追加します。
◆実施概要
・対象：⼩学校・中学校・⾼等学校・特別⽀援学校 全校
・単価：校種や規模に応じて、2,000 千円／校〜5,000 千円／校
    （６⽉補正時点：1,500 千円／校〜4,000 千円／校）

※ 教育委員会事務局で⼀部経費を執⾏した上で、各校に配分
・使途例：消毒液、体温計、サーキュレーター等の購⼊、⾃動⽔栓取付け、網⼾設置 等

611
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保育所等における感染症拡⼤防⽌対策事業
（保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業ほか１事業）【県費】
 保育所等における感染防⽌に資する備品購⼊等に対する経費の補助について、国から対象事業及
び上限額の詳細が⽰されたことを受け、補助⾦を追加します。
◆実施概要
・対象事業：保育所等で実施している延⻑保育事業・⼀時保育事業 計1,584 事業
・対象経費：感染防⽌に資する備品購⼊、感染対策に関する研修受講等
・補助率・上限：10／10・１事業あたり上限500 千円

792

業務継続⽤感染症対策物資確保事業
 感染症流⾏時においても必要な⾏政サービスを継続するため、感染症対策物資（マスクやアル
コール消毒液）を調達し、備蓄します。
◆実施概要
・対象物資：サージカルマスク 112 万枚

アルコール消毒液 8,970 リットル

50

消防訓練センター感染拡⼤防⽌事業（消防訓練センター維持管理費）【新規】
 消防職員の初任教育・現任教育の場となる消防訓練センターにおける感染症対策として、寮室環
境の改善を実施します。
◆実施概要
・実施内容：寮室の区画化、

パーティション設置等による半個室化及び換気扇設置等による⾶沫感染防⽌
・スケジュール：９〜10 ⽉ 契約、11 ⽉ 着⼯、令和３年３⽉ 完了

※11 ⽉以降、改修が終了した寮室から順次現任教育時に活⽤

80
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２．横浜経済と市⺠⽣活を守る
  経済再⽣に向けた企業活動の⽀援や雇⽤対策等困難な状況にある⽅々の⽀援

9,242 百万円

◆企業を⽀援し、横浜経済を⽀えます 単位：百万円
中⼩企業の「新しい⽣活様式」対応⽀援事業
 感染防⽌対策など、「新しい⽣活様式」に対応する経費（備品購⼊、内装⼯事等）への助成につ
いて、市内中⼩企業からの⾮常に強いニーズに応えるため、補助⾦を追加します。
◆実施概要
・対象経費：「新しい⽣活様式」に対応するための備品購⼊や内装⼯事等にかかる経費

（市内に住所を置く事業所からの調達・購⼊等が条件）
・補助率・上限：中⼩企業９／10・30 万円、個⼈事業主９／10・15 万円
・想定件数：4,000 件
・スケジュール：９⽉ 告知、10 ⽉ 申請受付開始

800

ＭＩＣＥ誘致・開催⽀援事業【新規】
 感染症拡⼤の影響下で「新たな⽣活様式」に対応したＭＩＣＥ開催を進めている主催者を⽀援す
ることにより、ＭＩＣＥ開催を促進し、市内経済活性化を図るため、開催経費や感染症対策経費等
の⼀部を助成します。
◆実施概要
・補助内容：安全・安⼼なＭＩＣＥ開催に必要な開催経費を助成

感染症防⽌ガイドラインに沿った⾮接触・⾮対⾯の⼯夫や、
参集と⾮参集を併⽤したハイブリッド開催等

・対象者：市内でＭＩＣＥを開催する主催者
・対象期間：10 ⽉〜令和３年３⽉
・対象経費：会場費、ハイブリッド会議開催費、感染症予防対策経費等
・補助率：２／３（上限10,000 千円）
・想定件数：430 件（⼤型ホール・展⽰場等：30 件、ホテル・貸会議室等：400 件）
・スケジュール：９⽉ 募集開始、10 ⽉ 交付開始予定

400

新型コロナウイルス感染症対応信⽤保証料助成事業（信⽤保証料助成等事業）
 横浜市中⼩企業制度融資の「新型コロナウイルス感染症緊急特別資⾦」等を利⽤する市内中⼩企
業が、信⽤保証協会へ⽀払う信⽤保証料の助成について、これまでの利⽤実績を踏まえて追加し、
10 ⽉末まで実施します。
 なお、国制度の実質無利⼦融資（※）は11 ⽉以降も継続予定です。

※ 国制度に基づき実施している上限40 百万円（６⽉15 ⽇付で30 百万円上限から拡充）、
据置期間最⼤５年、利⼦補給・信⽤保証料助成付の融資

◆実施概要
・対象者：国制度の実質無利⼦融資の上限を超えて、本市の「新型コロナウイルス感染症緊

急特別資⾦」等を利⽤する市内中⼩企業
・助成率：売上減少幅に応じて１／４、１／２、10／10

3,400
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◆雇⽤・住居の確保を⽀援し、市⺠⽣活を⽀えます 単位：百万円
緊急雇⽤創出事業【新規】
 感染拡⼤の影響による失業率及び有効求⼈倍率の悪化や、解雇⾒込み数の増加を踏まえて、雇⽤
情勢の悪化に対応するため、全市を挙げて雇⽤を創出します。
 また、特別会計で実施する中央卸売市場及び中央と畜場での緊急雇⽤創出事業について、地⽅創
⽣臨時交付⾦を活⽤して実施するため、⼀般会計から繰り出します。
◆計上内訳

①⼀般会計での事業実施分  ８局   19 事業  473 百万円
②特別会計への繰出分   ２会計  ２事業    28 百万円

    合 計 21 事業  500 百万円
◆実施概要
・対象業務：感染拡⼤防⽌や地域経済・住⺠⽣活⽀援のために新たに発⽣した業務 等
・対象者：市内在住で、解雇・雇⽌め・内定取消などにより職を失った⽅ 等
・想定雇⽤創出数：⼀般会計分 19 事業・414 名分

特別会計分 ２事業・ 12 名分
・実施⽅法：直接雇⽤⼜は⺠間企業等（原則市内中⼩企業）への委託
・実施期間：９⽉〜令和３年２⽉

500

ＷＥＢ合同就職⾯接会事業（「横浜で働こう！」推進事業）【新規】
 感染拡⼤の影響によってさらなる雇⽤情勢の悪化が想定されるため、６⽉補正予算で準備を進め
ている就職セミナーや個別研修等に加えて、コロナ禍においても密を作らず実施可能なＷＥＢを活
⽤した合同就職⾯接会を開催します。
◆実施概要
・対象者：①新規学卒者等 約150 名

②雇⽤情勢の悪化を契機に求職活動を⾏う⼀般求職者 約400 名
・実施内容：ＷＥＢを活⽤した合同就職⾯接会の開催
・スケジュール：①令和３年２⽉、②令和３年３⽉

14

⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業【国費】
 離職や廃業により住居を失った⼜は失う恐れがある場合に⽀給する住居確保給付⾦について、⽀
給件数を追加します。
◆実施概要
・対象者：以下のいずれかの⽅

①離職・廃業後２年以内の⽅
②給与等を得る機会が当該個⼈の責に帰すべき理由や当該個⼈の都合によらな

いで減少し、離職や廃業と同程度の状況にある⽅
・⽀給要件：収⼊、保有している⾦融資産等の要件あり
・⽀給額（上限）： 単⾝世帯5.2 万円、２⼈世帯6.2 万円、３⼈世帯6.8 万円 等
・⽀給期間：原則３か⽉（最⼤９か⽉まで延⻑可）
・申請⾒込：年間12,064 件 （５⽉補正時での年間⾒込み 4,464 件に対して、

７⽉末時点での申請⾒込み 4,021 件）

3,570
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◆福祉事業所を⽀援し、福祉サービスを守ります 単位：百万円
就労系障害福祉サービス⽣産活動活性化⽀援事業
（障害者⽀援施設等⾃⽴⽀援給付費）【国費】【新規】
 感染拡⼤の影響により、⽣産活動収⼊が減収している就労継続⽀援事業所（※）に対して、⽣産
活動の再起に向けて必要となる費⽤を⽀援します。

※ ⼀般的な事業所で働くことが困難な障害者に向けた福祉的な就労を⽀援する事業所。
箱折りなどの受注作業や菓⼦・パンの製造販売など、事業所により多様な事業を実施。

◆実施概要
・対象施設：障害者就労継続⽀援事業所のうち、次のいずれかを満たす事業所

ただし、持続化給付⾦、持続化補助⾦等の経営⽀援を受けている場合を除く
①令和２年１⽉以降、感染症拡⼤の影響により、１か⽉以上の⽣産活動収⼊

が前年同⽉⽐で50％以上減少した⽉がある
②令和２年１⽉以降、連続する３か⽉の⽣産活動収⼊が前年同⽉⽐で30％以

上減少した期間がある
・助成額（上限）：50 万円
・対象経費：⽣産活動に必要な設備の維持費、販路拡⼤に係る広告費など

26

障害福祉サービス事業所職員に対する慰労⾦給付事業（障害者総合⽀援等事務費）【新規】
 感染防⽌対策を講じながら施設運営に取り組んだ障害福祉サービス事業所のうち、国の慰労⾦給
付の対象とならない本市独⾃の事業を担う事業所の職員に対して慰労⾦を給付します。
◆実施概要
・対象事業所：⾃⽴⽣活アシスタント事業、後⾒的⽀援事業等を実施する事業所

計115 施設
・対象者：施設に勤務し利⽤者と接する職員
・⽀給額：５万円／⼈

20

新型コロナウイルス感染症・災害時相互応援助成事業【新規】
 市内の特別養護⽼⼈ホーム等での感染症発症による施設職員の⾃宅待機や⾃然災害等の発⽣時に
おける業務継続を図るため、職員派遣に協⼒した施設に対して協⼒⾦を⽀給します。
◆実施概要
・対象施設：特別養護⽼⼈ホーム、介護⽼⼈保健施設等
・助成額：介護職 1.2 万円（上限14 ⽇間）

看護職   ２万円（上限14 ⽇間）

10
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◆様々な課題に対応し、市⺠のくらしを守ります 単位：百万円
外国⼈相談対応強化事業【国費】【新規】
 新型コロナウイルス感染症により増加している在住外国⼈の相談対応を強化するため、区役所窓
⼝等へ通訳・翻訳機器を全区配備するほか、国際交流ラウンジ等におけるＩＣＴを活⽤したリモー
ト環境の整備や感染防⽌対策を実施します。
◆実施概要
①区窓⼝への通訳サービスの全区導⼊・翻訳機器配備の全区拡充

ア タブレット等通訳サービスの全区導⼊（R２当初：５区→補正後：18 区）
イ 翻訳機器の全区配備（R２当初：各区２台→補正後：各区12 台）

②国際交流ラウンジ等（※）のリモート化⽀援・感染防⽌対策
※ 国際交流ラウンジ 10 か所、国際交流コーナー １か所

ア ⽇本語教室・研修会等のリモート化⽀援（タブレット端末の購⼊等）
イ 感染防⽌対策資機材の購⼊
ウ 多⽂化共⽣総合相談センターの窓⼝の密回避に向けたレイアウト変更

③（公財）横浜市国際交流協会における通訳ボランティア派遣事業のリモート化⽀援
通訳業務で使⽤するタブレット端末の購⼊等

50

資源化施設緊急改修事業【新規】
 感染拡⼤に伴い、外出⾃粛やテレワークが増えたこと等により、家庭からの資源物（⽸、びん、
ペットボトル）の排出量が⼤幅に増加していることから、感染症影響下においても資源物処理を安
定的に⾏い、市⺠⽣活を維持するため、資源選別施設の処理能⼒を向上させるための緊急機器改良
⼯事を実施します。
◆実施概要
・実施内容：資源選別施設（市内４施設）の処理能⼒向上を図る機器改良⼯事を実施
・対象施設及び⼯事内容：①緑資源選別センター破袋機改良⼯事

②⼾塚資源選別センター鉄圧縮機改良⼯事
③⾦沢資源選別センター⾵⼒選別機改良⼯事
④鶴⾒資源化センターアルミ圧縮機改良⼯事

50

修学旅⾏等⽀援事業【新規】
 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、各学校において実施を予定していた修学旅⾏等の集団
宿泊的⾏事について、実施内容の変更・延期・中⽌等の⾒直しを実施しています。感染拡⼤防⽌措
置を講じた上で安全に⾏事を実施できるよう学校を⽀援するほか、⾏事を中⽌した場合にはキャン
セル料を公費で負担します。
◆実施概要
・実施内容：①⾏事実施に際し、安全に児童⽣徒を引率できるよう、現地で発熱等の症状

が⽣じた場合に対応する看護師等を新たに随⾏させるための費⽤の負担
②⾏事の中⽌に伴い既に発⽣しているキャンセル料及び今後やむを得ず中⽌

を決定した場合に発⽣するキャンセル料の公費負担
・対象：⼩学校・中学校・⾼等学校

180

公園愛護会活動再開⽀援事業【新規】
 緊急事態宣⾔期間中に⾃粛していた公園愛護会活動の再開にあたり、本市が草刈りや中低⽊の刈
り込みなどを⾏うことで、公園愛護会の作業負担を軽減し、円滑な再開を⽀援します。
◆実施概要
・実施内容：草刈りや中低⽊の刈り込みなどが困難な公園愛護会に代わり、本市が造園業

者に委託し、作業を実施
・想定件数：240 件

30
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路線バス運⾏協⼒⾦助成事業【新規】
 緊急事態宣⾔期間中に、感染防⽌対策を⾏いつつ、地域を⽀える公共輸送サービスを確保するた
めに運⾏を継続したバス事業者に対して、協⼒⾦を交付します。
◆実施概要
・対象事業者：緊急事態宣⾔期間中に、感染防⽌対策を⾏いつつ、地域を⽀える公共輸送
       サービスを確保するために運⾏を継続した⼀般乗合バス事業者
・対象地域：市内に停留所を有する路線
・協⼒⾦の交付額：⾞両１台あたり８万円
・想定台数：2,400 台
・スケジュール：10 ⽉申請受付、12 ⽉協⼒⾦交付

192
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３．新たな⽇常に取り組む
  学校・地域・⾏政におけるデジタル化等の推進

2,898 百万円

◆学校でのICT環境を充実します 単位：百万円
市⽴学校におけるＩＣＴ環境整備事業
（教育情報ネットワーク事業（⼩・中・⾼・特⽀）ほか３事業）【国費】
 今年度中に「１⼈１台端末」を実現し、⼦供たちが教育を受ける環境を充実させるため、教育の
ＩＣＴ化に向けた環境整備を着実に進めます。
◆実施概要
①教育情報ネットワーク事業（⼩・中・⾼・特⽀）
 ・実施内容：令和元年度２⽉補正で計上した市⽴学校の校内ＬＡＮ及びキャビネット整
       備について、国の補助単価が定められたため、必要な事業費について増額
       補正を実施（国費1/2、市費1/2）
②教育⽤コンピュータ整備事業（⼩・中・特⽀）
 ・実施内容：令和２年度５⽉補正で計上した「１⼈１台端末」の実現のために必要なタ
       ブレット型ＰＣ購⼊費について、地⽅創⽣臨時交付⾦を活⽤するため、財
       源更正を実施

2,437

◆地域のデジタル化を⽀援します 単位：百万円
地域ケアプラザ等ＩＣＴ環境整備事業【新規】
 地域ケアプラザ等において感染拡⼤防⽌を図るため、「新しい⽣活様式」に対応したオンライン
による各種講座や会議、相談等が実施できるよう、ＩＣＴ環境の整備に必要な経費を助成します。
◆実施概要
・対象施設：地域ケアプラザ140 か所、福祉保健活動拠点18 か所
・対象経費：Ｗｉ−Ｆｉ設備費
・助成額（上限）：10 万円／設置か所

10

⾃治会町内会新しい活動スタイル応援事業【新規】
 「新しい⽣活様式」の中にあっても地域の絆をつなぎ、⾃治会町内会における活動を継続・活性
化していくため、ＩＣＴを活⽤した新しい活動スタイルのきっかけづくりを⽀援します。
◆実施概要
 ・対象：地区連合町内会（253 団体）
 ・内容：ＩＣＴを活⽤した会議や情報伝達⼿段の体験など、地域のニーズに合わせた出張
     講座・相談等の実施
     ※公募した⺠間事業者との協働事業として実施
・スケジュール：９⽉〜事業者募集、10 ⽉〜参加団体募集、
        11 ⽉〜令和３年３⽉ 事業実施

76

ＩＣＴを活⽤した郊外住宅団地の新しいつながり創出事業（共創推進運営費）【新規】
 新型コロナウイルス感染症の影響により、住宅団地に住む⾼齢者の孤⽴化が⼀層の課題となって
いる中、地域の医療や介護サービスを担う企業等の事業者が中⼼となり、「新しい⽣活様式」に
沿った住⺠間の「新しいつながり」を創出するための活動を⽀援します。
◆実施概要
・実施内容：住宅団地における「地域ＩＣＴプラットフォーム」の構築
 ①ＡＩを活⽤した地域密着型コールセンターによる相談体制の充実、ニーズ分析
 ②コミュニティナースによるヘルスプロモーション、地域まちづくり⽀援等
 ③市⺠団体等の多様な主体間の情報共有を可能にするデータ連携基盤の構築

5
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◆新しい⽣活様式に対応した働き⽅や、アフターコロナを⾒据えた施策の検討を進めます 単位：百万円
テレワーク推進事業【新規】
 「新しい⽣活様式」に対応した働き⽅を推進するとともに、在宅勤務下での業務継続性を確保す
るため、職員のテレワーク環境充実を図ります。
◆実施概要
①テレワーク⽤端末の拡充
 庁舎外持ち出し⽤のノートパソコンを購⼊（1,300 台、１課２台程度）
②テレワークシステム構築等
 1,300 台のテレワーク⽤端末利⽤に対応可能なシステム構築等を実施

340

新たな広域連携促進事業（広域⾏政運営費）【国費】
 新型コロナウイルス感染症により顕在化した⾏政上の課題やリスクを⾒据え、⽣活圏が⼀体的で
ある８市の連携（※）をより⼀層推進します。そのため、具体的な広域連携施策の実施に向け、国
の「新たな広域連携促進事業」を受託し、「８市の未来予測」の整理や市⻑会議の開催などを⾏い
ます。
 ※８市連携市⻑会議…横浜市、川崎市、横須賀市、鎌倉市、藤沢市、逗⼦市、⼤和市、町⽥市
◆実施概要
①基礎的データ収集・分析及び若⼿職員勉強会の開催
 ・「新しい⽣活様式」に適応するための連携施策の検討等に必要なデータ収集・分析
 ・広域連携の意識醸成、基礎知識の習得及びネットワーク構築のため若⼿勉強会を開催
②市⻑会議の開催
 ８市の連携施策の検討テーマに係る意思決定及び対外発信

10

デジタル社会の実現による地域活性化⽅策検討事業（政策調査費）【新規】
 新型コロナウイルス感染症により、従来の対⾯・集客等を前提とした政策や取組からの転換が求
められている中、本市の地域課題・ニーズ等に対するデジタル技術の導⼊効果や実現可能性を調査
し、地域の課題解決や活性化⽅策等にかかる⽅向性を検討します。
◆実施概要
 ①アフターコロナを⾒据えた地域課題・ニーズの把握
 ②課題・ニーズの解決に向けたデジタル技術の効果検証
 ③効果検証を踏まえた課題解決・地域活性化⽅策の検討

20
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１．市⺠と医療を守る
  感染拡⼤防⽌策と万全な医療提供体制の確保

◆新型コロナウイルスの検査・相談体制を強化します

患者受⼊医療機関⽀援事業（感染症・⾷中毒対策事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

帰国者・接触者外来⽀援事業（感染症・⾷中毒対策事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

患者搬送体制強化事業（ＰＣＲ検査強化事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

感染症コールセンター等設置・運営事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

◆医療機関での受⼊体制を強化します

重症・中等症患者等受⼊体制整備事業 医療局医療政策課 671-2438

重症・中等症患者等⼊院受⼊奨励事業 医療局医療政策課 671-2438

Ｙ−ＣＥＲＴ強化事業 医療局医療政策課 671-3740

旧市⺠病院における軽症者等受⼊体制整備事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

医療従事者⽀援事業 医療局医療政策課 671-2438

◆感染拡⼤防⽌策を充実します
新型コロナウイルス感染症患者の⼦どもの受⼊環境整備事業
（⼀時保護事業）

こども⻘少年局中央児童相談所 260-6516

横浜市⽣活⾃⽴⽀援施設借上げシェルター拡充事業
（ホームレス等⾃⽴⽀援事業）

健康福祉局⽣活⽀援課 671-2374

市営地下鉄グリーンライン感染拡⼤防⽌対策事業（⾼速鉄道事業会計繰出⾦） 交通局⾞両課 671-3153

健康危機管理サポート事業（感染症・⾷中毒対策事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

医療機関等に対する感染防⽌資器材の配布事業（感染症・⾷中毒対策事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

学校施設における感染症対策教育環境向上事業（⼩・中・⾼・特⽀） 教育委員会事務局総務課 671-3223
保育所等における感染症拡⼤防⽌対策事業
（保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業ほか１事業）

こども⻘少年局保育・教育運営課 671-2386

業務継続⽤感染症対策物資確保事業 総務局危機管理課 671-2062

消防訓練センター感染拡⼤防⽌事業（消防訓練センター維持管理費） 消防局管理・研究課 853-8601

◆企業を⽀援し、横浜経済を⽀えます

中⼩企業の「新しい⽣活様式」対応⽀援事業 経済局ものづくり⽀援課 671-3839

ＭＩＣＥ誘致・開催⽀援事業 ⽂化観光局MICE振興課 671-4233

新型コロナウイルス感染症対応信⽤保証料助成事業（信⽤保証料助成等事業） 経済局⾦融課 671-2586

◆雇⽤・住居の確保を⽀援し、市⺠⽣活を⽀えます

緊急雇⽤創出事業 経済局雇⽤労働課 671-2303

ＷＥＢ合同就職⾯接会事業（「横浜で働こう！」推進事業） 経済局雇⽤労働課 671-2303

⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業 健康福祉局⽣活⽀援課 671-2367

◆福祉事業所を⽀援し、福祉サービスを守ります
就労系障害福祉サービス⽣産活動活性化⽀援事業
（障害者⽀援施設等⾃⽴⽀援給付費）

健康福祉局障害施設サービス課 671-2377

障害福祉サービス事業所職員に対する慰労⾦給付事業（障害者総合⽀援等事務費） 健康福祉局障害施策推進課 671-3569

新型コロナウイルス感染症・災害時相互応援助成事業 健康福祉局⾼齢施設課 671-3641

◆様々な課題に対応し、市⺠のくらしを守ります

外国⼈相談対応強化事業 国際局政策総務課 671-4718

資源化施設緊急改修事業 資源循環局 施設課 671-2527

修学旅⾏等⽀援事業 教育委員会事務局⼩中学校企画課 671-3233

公園愛護会活動再開⽀援事業 環境創造局公園緑地維持課 671-3431

路線バス運⾏協⼒⾦助成事業 道路局企画課 671-2755

◆学校でのICT環境を充実します
市⽴学校におけるＩＣＴ環境整備事業
（教育情報ネットワーク事業（⼩・中・⾼・特⽀）ほか３事業）

教育委員会事務局⼩中学校企画課 671-4498

◆地域のデジタル化を⽀援します
地域ケアプラザ等ＩＣＴ環境整備事業 健康福祉局地域⽀援課 671-3640

⾃治会町内会新しい活動スタイル応援事業 市⺠局地域活動推進課 671-2298

ＩＣＴを活⽤した郊外住宅団地の新しいつながり創出事業（共創推進運営費） 政策局共創推進課 671-4394

テレワーク推進事業 総務局⾏政・情報マネジメント課 671-4062

新たな広域連携促進事業（広域⾏政運営費） 政策局⼤都市制度推進課 671-2108

デジタル社会の実現による地域活性化⽅策検討事業（政策調査費） 政策局政策課 671-3912

掲載事業 問い合わせ先⼀覧

２．横浜経済と市⺠⽣活を守る
  経済再⽣に向けた企業活動の⽀援や雇⽤対策等困難な状況にある⽅々の⽀援

３．新たな⽇常に取り組む
  学校・地域・⾏政におけるデジタル化等の推進

◆新しい⽣活様式に対応した働き⽅や、アフターコロナを⾒据えた施策の検討を進めます



令和２年８月24日
横浜市

くらし・経済対策について

＜令和２年度９月補正予算案＞



4月７日 緊急事態宣言発令

4月28日 横浜市「くらし・経済対策（５月補正）」発表

5月25日 緊急事態宣言解除

6月12日 横浜市「くらし・経済対策（６月補正）」発表

これまでの経過①

・総額5,743億円の対策費を計上
感染拡大防止策、医療提供体制の整備、市民生活や事業活
動の支援

・総額187億円の対策費を計上
医療提供体制の確保、景気回復に向けた経済対策、
厳しい状況にある市民・団体・事業者の支援、

「新しい生活様式」への対応と学校の再開を支援
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〇感染拡大は一旦落ち着いたが、６月末から再び新規陽性患者
数が増加し、神奈川アラート発令（7/17）

〇市内の重症患者は比較的少なく、病床はひっ迫した状況には
ない

〇市内経済は依然厳しい状況にあり、有効求人倍率は６か月
連続で低下し、6月は5年ぶりに１倍を下回る（0.99倍）

8月24日 横浜市「くらし・経済対策（９月補正）」発表

これまでの経過②
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4

市民と医療を守る
感染拡大防止策と万全な医療提供体制の確保

横浜経済と市民生活を守る
経済再生に向けた企業活動の支援や

雇用対策等困難な状況にある方々への支援

新たな日常に取り組む
学校・地域・行政におけるデジタル化等の推進

９月補正の3つの柱

１．

２．

３．

くらし・経済対策補正として、

総額１６９億円の補正予算案
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市民と医療を守る①
感染拡大防止策と万全な医療提供体制の確保

・より多くの市民が身近な場所でＰＣＲ検査が受けられるよう、行政と連携して積極的に
検査を実施した医療機関に対して、支援金を支給 10～30万円／月

・帰国者・接触者外来を開設している医療機関に対し、外来患者受入件数に応じた
支援金を支給 ２万円／人

・必要な方がスムーズに帰国者・接触者外来等で検査を受けられるよう、患者搬送体制
を強化するための移送用車両の拡充（６台→20台）及び配車センターの設置

・入院患者を受け入れる医療機関に対する医療機器の整備助成
重症・中等症患者を中心に受け入れる医療機関 上限500万円／1病院 等

・入院患者を受け入れた医療機関への支援金 陽性患者１人１日につき３万円 等

・YーCERT、軽症者及び陽性無症状者の宿泊療養施設（旧市民病院）の運営継続

・医療の最前線で尽力する医療従事者への支援≪寄附金を活用≫
医療従事者のニーズ等に対応し、各医療機関の実情に応じて活用
重症・中等症患者を中心に受け入れる医療機関 上限1,000万円／1病院 等

22事業 47億4,400万円

 新型コロナウイルスの検査・相談体制を強化します。

 医療機関での受入体制を強化します。
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市民と医療を守る②
感染拡大防止策と万全な医療提供体制の確保

・保護者が新型コロナウイルス感染症で入院し、保護者不在となった児童を一時的
に旧市民病院保育棟で受け入れ

・生活自立支援施設「はまかぜ」入所時に発熱等体調不良となっている方について、
検査結果が出るまでの間の一時的な宿泊場所の確保

・地下鉄グリーンラインの車両の常時換気を可能にするための換気装置の改修

・市民や医療機関からの相談対応等を円滑に行うための保健所機能の強化
健康危機管理業務を担う看護職(会計年度任用職員)15名増員

・医療機関・学校・保育所・市役所等におけるマスク・消毒液など対策備品の購入
【計22億5,300万円】

・消防訓練センターにおける寮室の区画化・換気設備の整備等の環境改善

 感染拡大防止策を充実します。



 雇用・住居の確保を支援し、市民生活を支えます。

 企業を支援し、横浜経済を支えます。
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・解雇・雇止め・内定取消などにより職を失った方等を対象とした、市独自の緊急雇用
（想定雇用創出数 426名分）

・新規学卒者や雇用情勢の悪化を契機に求職活動を行う方等に向け、オンラインでの
合同就職面接会を開催

・生活困窮者向け住居確保給付金の件数の増への対応 7,500件追加(計12,000件)
【35億7,000万円追加】

・市内中小企業が取り組む「新しい生活様式」に対応する経費（備品購入、内装工事
等）の支援 4,000件追加(6月補正分と合わせ計10,000件)

中小企業 上限30万円(9/10補助)、個人事業主 上限15万円(9/10補助)

・ＭＩＣＥ開催を促進するためのMICE主催者への支援（会場費、ハイブリッド会議開催
費、感染症予防対策費等）上限1,000万円(2/3補助)

・「新型コロナウイルス感染症緊急特別資金」等の信用保証料の助成について、これまで
の実績を踏まえて追加 【34億円追加】

横浜経済と市民生活を守る①
経済再生に向けた企業活動の支援や雇用対策等困難な状況にある方々の支援

34事業 92億4,200万円



 様々な課題に対応し、市民のくらしを守ります。

 福祉事業所を支援し、福祉サービスを守ります。
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・区役所窓口などへの通訳・翻訳機器の配備等による在住外国人の相談対応の強化

・外出自粛や自宅勤務の増加等により、家庭からの資源物（缶、びん、ペットボトル）の排出量
が大幅に増加しているため、資源選別施設の処理能力を向上させる改良工事を実施

・市立学校において修学旅行等を中止した場合のキャンセル料に対する支援、及び実施する場合
の安全な実施に向けた支援(看護師の随行費用等)

・自粛していた公園愛護会活動の再開に向け、作業負担を軽減し、円滑な再開を支援

・緊急事態宣言中に運行を継続したバス事業者に対して協力金を交付 ８万円／１台

横浜経済と市民生活を守る②
経済再生に向けた企業活動の支援や雇用対策等困難な状況にある方々の支援

・生産活動収入が減収している障害者就労継続支援事業所に対して、生産活動の再
起に向けて必要となる費用（設備維持費等）を助成 上限50万円／1施設

・感染防止策を講じながら施設運営を続けた障害福祉サービス事業所のうち、国の慰
労金給付の対象とならない施設職員への慰労金の支給 ５万円／人

・特別養護老人ホーム等で、感染症や自然災害等の影響で業務が停滞した施設に
対し、職員を応援派遣した施設に対する協力金の支給 ２万円／日ほか（上限14日間）



 地域のデジタル化を支援します。

10事業 28億9,800万円
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新たな日常に取り組む
学校・地域・行政におけるデジタル化等の推進

・地域ケアプラザ等でのオンラインによる各種講座、会議、相談等実施のためのＩＣＴ環境整
備 上限10万円／1か所

・ＩＣＴ技術を活用した自治会町内会の新しい活動スタイルを支援（体験講座・相談等）

・郊外住宅団地の高齢者の孤立化が一層の課題となる中、ＩＣＴの活用により住民間の
「新しいつながり」を創出する活動を行う市民団体を支援

・職員のテレワーク拡充に向けた環境を整備（持出用ＰＣ130台→1,300台）

・８市連携※の施策検討に必要な未来予測の整理等（基礎的データ収集・分析）
※本市と隣接する７市との広域連携

・「新しい生活様式」への対応や、デジタル技術等を活用した課題解決の在り方等に
ついての調査検討

・教育のＩＣＴ化に向け、１人１台の端末整備にあわせた校内LAN環境整備【24億3,700万円】

 学校でのICT環境を充実します。

 新しい生活様式に対応した働き方や、アフターコロナを見据え
た施策の検討を進めます。



令和2年度 ９月補正予算案の概要（くらし・経済対策部分）

【一般会計補正予算（くらし・経済対策部分） 】

補正額 １６９億円
(財源内訳) 国 費 ２億円

県 費 ４６億円
市 費 １２１億円

うち、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金 116億円

その他 １億円 ※寄附金（0.8億）など

※各項目で四捨五入等を行っているため、合計が一致しません

今回のくらし・経済対策では、5月補正・6月補正で予算計上したくらし・経済
対策事業について、県費（緊急包括支援交付金）を活用することなどによる財源
更正を実施します。
また、事業見直しにより減額補正（44事業 ▲25億円）を実施します。
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